様式Ｂ

Ⅰ  事業の目的

Ⅱ  事業の内容及び計画

  １  みどりの食料システム戦略緊急対策交付金の対象となる事業の内容等

　（１）事業費

	区　　　分
	事　　業　　概　　要
	総事業費（A）
	交付対象
経費
(B)=(C)+(D)+(E)+(F)
	負　　担　　区　　分
	備　　考

	
	
	
	
	交付金
（C）
	都道府県費
（D）
	市町村費
（E）
	その他
（F）
	

	グリーンな栽培体系加速化事業
	
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	

	グリーンな飼養体系加速化事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	省エネルギー型ハウス転換事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	地域循環型エネルギーシステム構築（科学技術振興事業）
	
	
	
	
	
	
	
	

	農業生産におけるプラスチック排出抑制対策事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１ 「事業概要」「総事業費」「交付対象経費」「負担区分」の欄は、都道府県全体について記入すること。また、交付率が複数ある場合は、交付率ごとに区分して記入し、交付率を備考欄に記入すること。

２　事業実施主体の自己負担額については「負担区分」の「その他」欄に記入すること。

３　備考欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合には「減額した金額○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記入するとともに、同税額を減額した場合には合計欄の備考欄に合計額（「減額した金額○○○円」）を記入すること。
「該当なし」の場合は、以下のうち該当するものにチェックを入れること。
□　免税事業者
□　簡易課税制度の適用を受ける者

□　国又は地方公共団体の一般会計

□　国若しくは地方公共団体の特別会計、消費税法別表第三に掲げる法人（公共法人、公益法人等）又は人格のない社団・財団であって、当該事業年度における補助金等の特定収入割合が５％超となることが確実に見込まれるもの
４　総事業費については、交付対象経費がある場合に交付対象外経費を含んだ金額を記載、交付対象経費と同額であれば、同額を記載すること。

５　その他参考となる事項を備考欄に記入すること。
